
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予

算

額

前年度繰越

4,944 4,067 3,820 3,806

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

労働委員会の役割を広く周知するとともに、調整･審査業務について、一層の迅速化･的確化を図る。

また、労働局や労政事務所等関係機関との連携をより一層図る。

目標に対

する成果

の状況

H25年度は、調整事件８件、個別労働紛争15件を取扱い、中立･公正な立場で労使紛争の迅速･円滑な解決に努め、労使関係の安定化

を図った。

 概算事業費（B（A）+C）

69,853 69,516 61,155 61,612

66,064 57,806

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

Aの

財源

4,067 3,820

概　算

人件費

8.00 8.00 7.00 7.00

66,064

3,789 3,452 3,349

57,806

4,067 3,820 3,806

合計（A) 4,944 3,806

25年度

25年度25年度

25年度 26年度

当初予算 4,944

補正予算

事業内容

（単位：千円）　

項目

実施方法

H25事業実績

H25

H26

（当初） （決算） （当初）

労使紛争の解決 直接

・労働争議の調整

・個別労働紛争のあっせん

・不当労働行為事件の審査

3,820 3,349 3,806

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県でなければ実施不可（法令等義務）

県民との協働による実施： 困難

【左記の説明、根拠法令等】

労働組合法、労働関係調整法、個別労働紛争に係るあっせんに関する要綱

課・室

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail

roi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

3,806

労使紛争の調整を行い、その解決を図ることによる健全な労使関係の構築

不当労働行為の救済申立に係る審査、救済命令の発出による、労働者の団結権、団体行動権の保護

経済状況の停滞、非正規雇用の増加、成果主義の導入など労働環境は厳しくなっており、事業ニーズは高いものと考えられる。

事件の処理期間については、事件の難易度により左右されるものであるが、事務処理の迅速化を図り、有効性・効率性を高めることは必

要である。

成果目標の達成状況

項目

事業番号 19 01 01

事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名

労働委員会　調整・審査業務

労働委員会　調整・審査業務労働委員会　調整・審査業務

労働委員会　調整・審査業務

担

当

課

部局 労働委員会事務局

実施期間 S20～ ～

中立・公正な立場で労使紛争の迅速・円滑な解決に努め、労使関係の安定化を図る

Ｈ25

H26

目標

H24末

（実績）

目標 成果

達成状況

合計 3,820 3,349


